
学生・既卒者を採用したい県内中小企業の皆様へ

従業員の奨学金返還支援を行う

県内中小企業への助成があります

○県内に本社を置く中小企業

○令和８年度に新規学卒者・既卒者の採用を予定していること

○令和６年度中に奨学金返還支援制度について、就業規則や賃金規定などで

社内制度として文書で明確に定めること など

最大

50万円

○令和８年度に入社する大学・大学院・高専の新規学卒者、３５歳未満の既卒者

○日本学生支援機構の奨学金（第一種・第二種）を貸与されていること

○正社員として採用されること

○入社後、継続して３年以上県内の事業所等で勤務すること など

支援対象となる従業員候補者の要件

問合せ先：奈良県 産業部

人材・雇用政策課
電話：０７４２－２７－８８１２（直通）
HP：http://www.pref.nara.jp/58276.htm

お気軽にお問い合わせください

募集期間 令和６年１１月２９日(金)まで

助成対象候補者の要件（応募要件）

高度な技術・知識を有する学生や既卒者の県内就職促進及び定着を図るため、対象従

業員への奨学金返還支援を行う県内中小企業の負担額の一部を助成(助成率１／２、

上限額５０万円)します。

制度概要

制度活用のメリット

☑ 新卒・既卒採用の際のＰＲに有利！

☑ 福利厚生の充実による企業の魅力向上！

☑ 制度活用企業については、チラシ等を通じて県が学生・既卒者に向けた広報を行う

ため、学生・既卒者からの認知度アップが期待できます！

応募方法などは

裏面をご確認ください



①申請
・次に掲げるア～ウの書類を募集期間内に提出してください。

ア 奈良県奨学金返還支援事業助成対象候補者認定申請書【第１号様式】
イ 新規学卒者・既卒者採用計画書【第２号様式】
ウ 奨学金返還支援事業助成対象候補者の認定の申請に関する誓約事項（別紙）

・令和６年度中に、奨学金返還支援金の支給方法等について明確に定められた就業規則又は賃金規定等の
写しを提出してください。

②認定
・県は提出書類を審査の上、助成対象候補者として認定し、通知文を送付します。

③採用活動
・支援対象従業員候補者となる学生・既卒者（令和８年度入社）を採用します。

④従業員の入社・定着
・③で採用した学生・既卒者の入社後、次に掲げるア～カの書類を令和８年５月３１日までに提出して
ください。
ア 支援対象従業員候補者採用報告書【第３号様式】
イ 支援対象従業員候補者の雇用契約書又は雇い入れ通知書の写し
ウ 支援対象従業員候補者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し
エ 支援対象従業員候補者の奨学金借入額がわかる書類の写し
オ 支援対象従業員候補者の卒業証明書の写し
カ 支援対象従業員候補者の勤務地がわかる書類（従業員名簿、組織図など）

・令和９年～１１年の３年間、次に掲げるア～ウの書類を毎年５月３１日までに提出してください。
ア 支援対象従業員候補者就業状況報告書【第４号様式】
イ 支援対象従業員候補者の賃金台帳等の写し（１か月分）
ウ 支援対象従業員候補者の勤務地がわかる書類（従業員名簿、組織図など）

⑤支援金を従業員に支給、または代理返還
・支援対象従業員に対し、就業規則や賃金規定などに基づき、奨学金返還支援金を支給します。
または、代理返還により日本学生支援機構に直接送金します。

⑥助成金交付
・奨学金返還支援金を支給した助成対象候補者からの申請に基づき、令和１１年度に助成対象者として
認定します。

・次に掲げるア～ウの書類を別に定める期日までに提出してください。
ア 奈良県奨学金返還支援事業補助金交付申請書【第７号様式】
イ 奈良県奨学金返還支援事業助成対象者実績報告書【第８号様式】
ウ 給与明細書や賃金台帳などの、奨学金返還支援金支給実績が分かる書類の写し

・県は提出書類を審査の上、助成対象者として認定し、通知文を送付します。
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助成金交付までのスケジュール

○「奈良県奨学金返還支援事業補助金交付要綱」及び「令和６年度奈良県奨学金返還支援

事業助成対象候補者募集要項」を十分に確認のうえ、ご応募ください。

○制度の詳細については、奈良県のホームページ（表面記載）でご確認ください。

留意事項

※

※代理返還とは、企業が従業員に
代わり日本学生機構に
直接送金すること。


